





























































































部門を何れも理論的部分と、経営学部分とに分って ･･････Economic Engineering の方面を大
いに展開」すべきであり、その為には「架空の理論は禁物 ･･････ 寧ろ現実の社会における調
査と研究並に其の方法の研究こそ重要であり、また之を、何等かの形式に於いて実習するこ





































































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・











































































































































































という結果が生じている。」（仝 293 ～ 4）


































いってよい。この点を夙に岩田巌は‘事実と計算の同一性’と表現した（田中 2013:118 ～ 9）。
個別資本 5 段階説を唱えた馬場克三も、「具体的段階での個別資本は ･･････ 主体の意識的な
計画的活動」だという形で‘客体と主体の同一性’を把握し、その上に立って個別資本が会
計の‘論理的主体’だとする会計主体論を展開した。（仝 120 ～ 1）
　（２）‘論理的主体’
　‘論理的主体’という概念の初出は、1957 年 2 月発表の「経営学および会計学における主
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る。」（仝 45 ～ 6）
　（3）こうして‘資本と会計の同一性は明らか――’詳しくいえば会計は資本循環の微細な













中 1974a:27 ～ 31）
　資本循環過程の記録・計算は、貨幣資本の循環 G･･････G´ として総括され、利潤量 G´





























































































































　5）資本循環の第 2 段階＝生産過程 ･･････P･･････ の記録・計算・総括は、少なくとも端初
的には物量表示で足り、必ずしも計算貨幣の形態で行なわれる必要はない。したがって、超
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